
令和 5年 2月 総務部財政課 

 9 

令和 4年度 2月補正予算の概要 

 

（単位：千円、％） 

区  分 補正前予算額 補正額 補正後予算額 増減率 備考 

一般会計 24,992,759 1,039,910 26,032,669 4.2  

 

国民健康保険事業特別会計 5,652,700 190,940 5,843,640 3.4  

介護保険事業特別会計 5,827,016 85,021 5,912,037 1.5  

後期高齢者医療事業特別会計 815,592 △16,615 798,977 △2.0  

小 計 12,295,308 259,346 12,554,654 2.1  

補正されなかった特別会計 435,321 - 435,321 -  

合 計 12,730,629 259,346 12,989,975 2.0  

一般・特別会計 計 37,723,388 1,299,256 39,022,644 3.4  

 

 

１． 2月補正予算の特徴点（一般会計）  【 ４つの柱からなる補正予算 】 

 Ⅰ 新型コロナウイルス感染症対策事業 【補正額 △４７，８４６千円】 

   ○ 各対策事業の決算整理に伴う補正予算を計上。 

    

 

 Ⅱ 国の補正予算を活用した事業 【補正額 ３６，６３４千円】 

   ○ 伴走型相談支援及び出産･子育て応援給付金の一体的実施事業等、国の令和 4年度補正予算（第 2 号） 

を活用した事業を計上。 

 

 

 Ⅲ 復旧･復興のための予算を計上 【補正額 ４２７，１５８千円】 

   ○ 復興交付金の返還金や市営住宅基金への積立金、令和 4 年 3月地震関連事業の整理予算を計上。 

 

 

 Ⅳ 通常事業の決算整理、各特別会計の決算整理に伴う補正等を計上 【補正額 ６２３，９６４千円】 

   ○ 除融雪対策費や各基金積立費、生活保護扶助費等を増額計上。 

   ○ 施設等利用費等支給事業や児童扶養手当事業費、予防接種事業費等、決算整理に伴う減額予算を 

計上。 

   ○ 各特別会計の決算整理等に伴う一般会計繰出金を計上。 

 

  

 

※その他、繰越明許費、債務負担行為補正を計上。 

  

説明資料２ 



令和 5年 2月 総務部財政課 

 10 

 

 

２．主な事業（会計別）                             

（単位：千円） 

 【 一般会計 】                                   補正額 １，０３９，９１０千円    

 

【 新型コロナウイルス感染症対策事業 】 ・・・ 補正額△47,846千円 

    

   ○決算整理に伴う補正予算 

No. 事業名 担当課 補正前 補正額 補正後 備考 

① 人事関係費 総務人事課 14,107 △7,765 6,342  

② 
町内会等コミュニティ

強化支援事業 
市民課 16,500 △4,129 12,371  

③ 市税徴収事業 税務課 30,104 △4,132 25,972  

④ 
Web 口座振替受付サ

ービス導入事業 
税務課 9,020 △3,500 5,520  

⑤ 
高齢者あんしん見守り

支援事業 
高齢福祉課 1,559 △1,100 459  

⑥ 

保育所等新型コロナ

ウイルス感染拡大防

止対策事業 

子ども未来課 20,883 △1,382 19,501  

⑦ 
子育て世帯生活支援

特別給付金給付事業 
子ども未来課 89,036 △14,939 74,097  

⑧ 

施設型給付費等支給

申請補助システム導

入業務委託料 

保育課 3,223 △2,343 880  

⑨ 

新型コロナウイルスワ

クチン接種率向上事

業 

健康づくり課 22,334 △9,003 13,331  

⑩ 防災対策事業 危機管理課 11,000 △2,200 8,800  

⑪ 感染症予防事業費 健康づくり課 0 2,647 2,647 
既決予算で実施。

振替のための予

算計上 

⑫ デジタル推進費 政策課 10,316 0 10,316 
財源振替（臨時交

付金を活用） 

⑬ 
しおがま生活応援券

事業 
政策課 140,390 0 140,390 

財源振替（県支出

金等を活用） 

⑭ 
がんばる塩竈事業者

支援金支給事業 
商工観光課 87,406 0 87,406 

財源振替（臨時交

付金を活用） 

合計 455,878 △47,846 408,032  
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【 国の補正予算を活用した事業 】 ・・・ 補正額 36,634千円 

   ○国の令和 4年度補正予算（第 2号）を活用した事業予算を計上  

・環境基本計画推進事業費 （環境課）  8,833 

ゼロカーボンシティの実現に向け、温室効果ガスの排出抑制等を推進するための総合的な計画 

である地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の策定を行うもの。 

 

・伴走型相談支援及び出産･子育て応援給付金の一体的実施事業 （子ども未来課）  27,801 

►全ての妊婦･子育て家庭にとって、安心して出産･子育てができる環境を整備するため、継続的 

な面談や情報発信等、伴走型相談支援の充実を図るもの。 

►出産育児関連用品の購入や子育て支援サービスの利用等にかかる負担軽減を図るため、経済 

的支援として、妊婦 1人当たり 5万円や新生児 1人当たり 5万円を支給するもの。 

 

 

【 災害関連事業 】 ・・・ 補正額 427,158千円 

①復興関連交付金の整理予算を計上  564,328 

・国庫補助金等返還金費 （まちづくり･建築課）  39,905 

令和 4年度で生じる東日本大震災復興交付金の不用見込額について国への返還を行うもの。 

・市営住宅基金費 （まちづくり･建築課）  524,423 

災害公営住宅家賃低廉化事業及び東日本大震災特別家賃低減事業の補助金を「塩竈市営 

住宅基金」へ積み立てるもの。 

 

   ②令和 4年 3月の福島県沖地震関連事業の整理予算  △137,170  

・公立学校施設災害復旧費 （教育総務課）  △14,000 

小中学校の災害復旧費について決算見込みに合わせ減額するもの。 

・漁港施設災害復旧費 （水産振興課）  △122,730 

野々島及び寒風沢漁港の災害復旧費について決算見込みに合わせ減額するもの。 

・防災施設災害復旧費 （危機管理課）  △440 

津波防災センターの災害復旧費について決算見込みに合わせ減額するもの。 

 

 

【 決算に向けた増額補正 】 ・・・ 補正額 932,344千円 

   ①国庫補助金等精算返還金  158,133 

・障害者自立支援給付費 （生活福祉課）  9,873 

      ・生活扶助費 （生活福祉課）  11,781       

      ・児童扶養手当給付費 （子ども未来課）  2,909 

      ・子ども･子育て支援交付金 （子ども未来課）  10,089 

      ・セーフティネット強化交付金 （子ども未来課）  19,221 

      ・母子家庭等対策総合支援事業費 （子ども未来課）  1,508 
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      ・子どものための教育･保育給付等交付金 （保育課）  4,741 

      ・新型コロナウイルスワクチン接種対策費 （健康づくり課）  29,904 

      ・新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費 （健康づくり課）  54,563 

      ・その他 13,544 

 

   ②各種扶助費の増額補正  110,422 

・生活困窮者自立支援事業費 （生活福祉課）  1,392 

住居確保給付金について特例措置等により対象者が増となったことから増額するもの。 

・福祉サービス費 （生活福祉課）  49,672 

サービス利用者や計画相談支援件数の増により増額するもの。 

・補装具給付費 （生活福祉課）  2,831 

障害児の起立保持具等、高額補装具の給付申請が複数件あったことから増額するもの。 

・施設型給付費等支給事業 （保育課）  51,727 

当該給付費にかかる各種加算額の増、公定価格の改定を踏まえ増額するもの。 

・その他  4,800 

 

   ③その他、決算に向けた事業費の増額補正  663,789 

・職員人件費 （総務人事課）  68,105 

職員の給料、各種手当等を決算見込みに合わせ整理するもの。 

・財産管理費 （管財契約課）  8,502 

本庁舎法面工事の完了に伴い、敷地内に市長車、議長車の車庫を建設するもの。 

・ふるさとしおがま復興基金費 （財政課）  132,486 

令和 4年度普通交付税追加交付分（臨時経済対策費）等について、後年度の経済対策事業 

等の財源とするため基金積立を行うもの。 

・保健センター運営事業費 （健康づくり課）  2,883 

保健センター外壁について、一部劣化が生じていることから、利用者の安全確保のため、改修 

工事を行うもの。 

・旅客ターミナル施設改修事業 （商工観光課）  8,470 

マリンゲート塩釜の３階屋上に設置している鉄製オブジェについて、老朽化が進行していること 

から、利用者の安全確保のため解体撤去を行うもの。 

・除融雪対策費 （土木課）  17,476 

寒さのピークを迎え、積雪量の増加が見込まれることから、必要となる除融雪経費の増額を行う 

もの。 

      ・中学長寿命化改良事業 （教育総務課）  96,602 

第二中学校の第１期工事について、屋上防水改修や映像･音響設備の追加工事等、施工計画 

の変更により新たに工事を追加するもの。 

・公債費 （財政課）  319,600 

後年度の公債費負担の軽減等をはかるため、庁舎建設基金からの長期貸付分について、繰上 

償還等を行うもの。 

・その他  9,665 
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【 決算に向けた減額補正 】 ・・・ 補正額△328,374千円 

   ①各種扶助費の減額補正  △69,000 

・児童扶養手当事業費 （子ども未来課）  △17,893 

受給者の減により減額するもの。 

・施設等利用費等支給事業 （子ども未来課）  △37,395 

対象施設を利用する児童数の減により減額するもの。 

・被災児童生徒就学援助事業 （学校教育課）  △2,700 

認定者数が当初の見込みより少なかったため減額するもの。 

      ・小学校教育振興援助事業費 （学校教育課）  △5,300 

・中学校教育振興援助事業費 （学校教育課）  △3,900 

認定者数が当初の見込みより少なかったため減額するもの。 

・その他  △1,812 

 

   ②その他、決算整理等による減額補正  △259,374 

・人事関係費 （総務人事課）  △7,822 

会計年度任用職員の報酬、各種手当等を決算見込みに合わせ整理するもの。 

・企画費 （政策課･財政課）  △131,528 

ふるさと納税の見込額が伸びなかったことに伴い、サイト利用等、寄附金額に応じてかかる経費 

を減額するもの。 

・企画費（浦戸再生プロジェクト） （政策課）  △590 

浦戸諸島魅力発信･協力隊募集支援業務委託料等の確定により減額するもの。 

・地域情報システム整備事業 （政策課）  △3,466 

浦戸諸島における光ファイバー設備等の管理委託料等の確定により減額するもの。 

・地域おこし協力隊活用事業 （水産振興課）  △1,655 

当初 5名の採用見込みに対し、現在の実績が 4名であることから事業費を減額整理するもの。 

・市税賦課事業 （税務課）  △4,485 

電算業務委託料等の確定により減額するもの。 

・参議院議員通常選挙費 （選挙管理委員会事務局）  △6,903 

令和 4年 7月 10日執行の参議院議員通常選挙費について決算見込みに合わせ減額するもの。 

・予防接種事業費（子育て世代包括支援センター） （子ども未来課）  △30,659 

各接種委託料について決算見込みに合わせ減額するもの。 

・宅地耐震化推進事業 （まちづくり･建築課）  △4,531 

第二次スクリーニング計画策定業務委託料の確定により減額するもの。 

・小学校長寿命化改良事業 （教育総務課）  △4,718 

第一小学校の第 2期追加工事の確定により減額するもの。 

・市民交流センター管理運営費 （文化スポーツ課）  △3,765 

感染症拡大の影響による遊ホール協会の自主事業が中止となったこと等から塩竈市遊ホール 

協会事業補助金を減額するもの。 
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・体育館維持管理費（社会体育施設大規模改修事業） （文化スポーツ課）  △16,476 

塩釜ガス体育館大規模改修工事設計業務委託料の確定により減額するもの。 

・公債費 （財政課）  △30,000 

市債借入、借入利率等の減により元利償還費を減額するもの。 

・その他  △12,776 

 

【 一般会計繰出金（各会計の決算整理に伴う補正） 】 ・・・ 補正額 19,994千円 

1） 国民健康保険事業特別会計繰出金  31,379 

財政安定化支援、保険基盤安定繰出金等の増によるもの。 

2） 介護保険事業特別会計繰出金（保険事業勘定）  △2,851 

事務費繰出金等の減によるもの。 

3） 後期高齢者医療事業特別会計繰出金  △8,953 

保険基盤安定繰出金等の減によるもの。 

4） 下水道事業会計繰出金  86 

原油価格高騰にかかる繰出金。 

5） 病院事業会計繰出金  14 

原油価格高騰にかかる繰出金。 

6） 水道事業会計繰出金  319 

原油価格高騰、児童手当等にかかる繰出金。 

 

 

【 歳入補正予算の計上 】 
 
○主な一般財源等の計上 

      ・市税 （税務課）  70,422  

・普通交付税 （財政課）  416,822 

・一般寄附金 （財政課）  △290,000 

・前年度繰越金 （財政課）  554,999  

・臨時財政対策債 （財政課）  △344,000 

 

【 繰越明許費 】 

○国の補正予算措置による繰越事業（43,854千円）や災害復旧事業（438,117千円）のほか、新型コロナ

ウイルス感染症対策事業など年度内完了が困難となった事業について繰越明許費を計上 

   計 43件  金額 1,093,574千円 

 

【 債務負担行為 】 

○令和 5年度以降執行予定の各種事業に係る債務負担行為の設定、廃止を計上 

 

【 地方債 】 

○事業費の決算整理等に伴う追加、変更を計上    
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 【 交通事業特別会計 】 （浦戸振興課） ・・・補正額なし    

【 債務負担行為 】 

○令和 5年度以降執行予定の各種事業に係る債務負担行為の設定 

 

 

 

 【 国民健康保険事業特別会計 】 （保険年金課）             補正額 １９０，９４０千円    

【 保険給付費 】 ・・・ 補正額 180,813千円 

①療養給付費（一般被保険者） 157,929 

②審査支払手数料費 673 

③高額療養費（一般被保険者） 22,211 

【 その他決算整理 】 ・・・ 補正額 10,127千円 

①一般管理費 587 

②国庫支出金等返還金 9,540 

【 債務負担行為 】 

○令和 5年度以降執行予定の各種事業に係る債務負担行為の設定 

 

 

 

 【 魚市場事業特別会計 】  （水産振興課） ・・・補正額 なし    

【 債務負担行為 】 

○令和 5年度以降執行予定の各種事業に係る債務負担行為の設定 

 

 

 

 

 【 介護保険事業特別会計 】  （高齢福祉課）                    補正額 ８５，０２１千円     
 

  （保険事業勘定） ・・・補正額 ８５，０２１千円  

【 地域支援事業費 】 ・・・ 補正額△6,796千円 

①訪問型サービス事業費 △3,000 

②介護予防ケアマネジメント事業費 900 

③総合相談事業費 △4,151 

④包括的･継続的ケアマネジメント支援事業費 △218 

⑤在宅医療･介護連携推進事業費 △327 
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【 その他決算整理 】 ・・・ 補正額 91,817千円 

①一般管理費 △1,686 

②財政調整基金積立金費 1,549 

③国庫支出金等返還金 91,954 

 

【 債務負担行為 】 

○令和 5年度以降執行予定の各種事業に伴う債務負担行為の設定 

 

 

  （介護サービス事業勘定） ・・・補正額なし   

【 債務負担行為 】 

○令和 5年度以降執行予定の事業に伴う債務負担行為の設定 

 

 

 

 【 後期高齢者医療事業特別会計 】  （保険年金課）            補正額 △１６，６１５千円     

【 決算整理 】 ・・・ 補正額△16,615千円 

①一般管理費 2 

②後期高齢者医療広域連合納付金費 △16,617 

 

【 債務負担行為 】 

○令和 5年度以降執行予定の事業に伴う債務負担行為の設定 
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３．企業会計の補正状況 

 

（単位：千円） 

 【 下水道事業会計 】                                                       

【 収益的収入（決算整理に伴う補正） 】 ・・・ 補正額 86千円 

○原油価格高騰に係る繰入金の増額補正 86千円 

【 収益的支出（決算整理に伴う補正） 】 ・・・ 補正額 3,507千円 

○原油価格高騰に係る増額補正 86千円 

○職員給与費の増額補正 3,421千円 

【 資本的収入（決算整理に伴う補正） 】 ・・・ 補正額 18,300千円 

○建設改良費、災害復旧事業に伴う企業債の増額補正 18,300千円 

【 債務負担行為 】  

○令和 5年度以降執行予定の各種事業に係る債務負担行為の設定   

【 企業債 】 ・・・ 補正額 19,000千円 

○公共下水道事業に係る企業債の追加 700千円  

○公共下水道事業に係る企業債の変更 8,200千円 

○災害復旧事業費に係る企業債の変更 10,100千円 

 

 

 

 【市立病院事業会計 】                       収益的支出補正額     １６３千円      

【 収益的収入（決算整理に伴う補正） 】 ・・・ 補正額 14千円 

○原油価格高騰に係る他会計補助金の増額補正 14千円 

【 収益的支出（決算整理に伴う補正） 】 ・・・ 補正額 14千円 

①職員の中途退職による給料の減額補正 △6,314千円 

②職員の中途退職による手当等の減額補正 △2,706千円 

③原油価格高騰に伴う燃料費の増額補正 14千円 

④看護師派遣に伴う委託料の増 9,020千円 

【 債務負担行為 】  

○令和 5年度以降執行予定の各種事業に係る債務負担行為の設定   
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 【水道事業会計 】                            収益的支出補正額 97千円      

【 収益的収入（決算整理に伴う補正） 】 ・・・ 補正額 320千円 

①児童手当額の確定による他会計補助金の増額補正     222千円 

②原油高騰に伴う不足経費による他会計補助金の増額補正  97千円  

③決算整理に伴う収入科目の設定(他会計負担金)         1千円 

【 収益的支出（決算整理に伴う補正） 】 ・・・ 補正額 97千円 

①原油高騰に伴う燃料費の増額補正  97千円 

【 資本的収入（決算整理に伴う補正） 】 ・・・ 補正額 22,760千円 

①消火栓設置数の減による他会計負担金の減額補正 △484千円 

②国道 45号線電線共同溝工事に伴う移設工事負担金の増額補正     23,244千円 

【 債務負担行為 】 

○令和 5年度以降執行予定の各種事業に係る債務負担行為の設定 

 

 

 

 


